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要 約 

和歌山県内の認可保育所、認可幼稚園、及び認定こども園（以下「保育・幼児教育施設」とする）における研修の実態

を質問紙により調査し、保育・幼児教育に関する情報がどのように伝わるのかを検討した。その結果、和歌山県内の保育・

幼児教育施設においては全県的な傾向として、和歌山県や各市町村の担当部署から、または和歌山県や市町村が主催する

研修に教職員が参加することによって新たな知見や情報を得る機会が多いことを明らかにした。 

  

研究の目的と問題の所在 

本研究の目的は、和歌山県内の認可保育所、認可幼稚園、

及び認定こども園（以下「保育・幼児教育施設」とする）

において保育・幼児教育に関する情報がどのように伝わる

のかを明らかにするために、特に保育・幼児教育施設の研

修の実態について、調査し、考察することにある。 

保育・幼児教育施設の研修に注目する理由は、教職員が

研修に参加することによって保育・幼児教育施設が保育・

幼児教育の質の向上に資する新たな知見や最新の情報を取

得する機会の一つになっていると考えるからである。 

保育・幼児教育施設における研修は、奥泉ら（１）が指摘

するように、近年ますます、その役割が重視されている。

和歌山県においては、保育ニーズに応じた保育・就学前教

育の量的な確保を課題として2015年に子ども・子育て支援

事業支援計画「紀州っ子健やかプラン」を策定したが、保

育・幼児教育の量的拡大を図る際には、同時に質の保障に

対する配慮も求められる。保育・幼児教育の質の保障につ

いては、2010年に策定された次世代育成支援行動計画「新

紀州っ子元気プラン」の保育・幼児教育の質の向上に向け

たアクションプログラムとして、翌 2011 年に策定された

「和歌山県就学前教育・保育振興アクションプログラム」

で保育・就学前教育の質の向上や保幼小の連携や接続を課

題としている。 

和歌山県は鉄道や高速道路といった主要な交通インフラ

が沿岸及び紀の川沿いにのみ存在し、県庁所在地の和歌山

市が県の北端に位置する地理的特徴がある。全県的な保育

の質の向上を目指す際には、特に和歌山市へのアクセスに

時間のかかる地域に所在する保育・幼児教育施設に対して、

和歌山市近隣の地域の保育・幼児教育施設と同等の研修体

制や情報提供が必要であり、どのような工夫が必要なのか

について検討が必要だと考えた。 

 

先行研究の概観 

これまで、和歌山県全域を対象とする保育・幼児教育施

設に関する研究は、中村（２）、谷口（３）が 50 年以上前に行

った研究があるものの、近年では森下（４）が和歌山県の幼

児教育に関する歴史を整理したものの他は、管見の限り見

当たらなかった。 
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また、保育・幼児教育施設の研修についての先行研究は、

研修の内容について調査したり、その効果について検討し

たものが多く、本研究のように県全域を対象として保育・

幼児教育施設がどのように研修を行っているかの実態調査

はほとんどなされていない。 

 

研究の方法 

本研究は、まず和歌山県内の全ての保育・幼児教育施設

に対して質問紙を郵送し、教職員の研修参加の状況等につ

いて調査を行った。次に、和歌山県における保育・幼児教

育施設における研修の実態をまとめ、最後に、和歌山県内

の保育・幼児教育施設における情報伝達経路を推定し、よ

りスムーズな情報伝達を図るためにはどのような課題の解

決が必要かを考察し、今後の方策を提案した。 

 

調査結果 

１．調査の概要 

和歌山県内全ての保育・幼児教育施設281施設に対して、

質問紙を郵送し、保育・幼児教育に関する最新の情報をど

のように取得しているか、教職員の研修はどのように行わ

れているか等について尋ねた（５）。 

調査の結果、113施設から回答を得られ、回収率は40.36%

（６）であった。 

 

 

２．保育・幼児教育に関する最新の知見の取得先について 

まず、「保育・幼児教育に関する最新の知見（研究の成果、

新しい保育方法の提案等）はどこから（誰から、どのよう

な媒体から）得ることが多いですか」と尋ねたところ、次

のような回答を得た（図１）。 

この結果から、保育・幼児教育施設は「研修に参加して」

保育・幼児教育に関する最新の知見を得ることが、他の手

段に比べて突出して多いことが明らかとなった。次いで「専

門雑誌を読んで」という回答が多かった。ここでの「専門

雑誌」とは、具体的に『保育の友』『保育通信』『エデュカ

ーレ』『ちいさいなかま』『幼児教育じほう』が挙げられた。 

「インターネットで」「書籍で」との回答もあり、「専門

雑誌を読んで」の回答と合わせて、保育・幼児教育施設が

最新の知見を得るために能動的に行動する様子も伺えた。 

次いで、「市町村から」「和歌山県から」保育・幼児教育

に関する最新の知見を得るとの回答が続き、地方公共団体

が直接、保育・幼児教育施設に対して情報提供を行う役割

が比較的大きいことも明らかとなった。 

 

３．国や地方公共団体（県・市町村）の保育・幼児教育の

制度に関する情報の取得先について 

次に、「保育・幼児教育に関する国や地方公共団体（県・

市町村）の制度に関する情報（保育所保育指針の改定、幼

稚園教育要領の改訂、子ども・子育て支援新制度等）はど

こから（誰から、どのような媒体から）得ることが多いで

 

（図１：保育・幼児教育に関する最新の知見の取得元（複数回答）回答の多かった10項目） 
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すか」と尋ねたところ、次のような回答を得た（図２）。 

この結果から、保育・幼児教育施設は「研修に参加して」

国や地方公共団体の保育・幼児教育の制度に関する情報を

得ることが、他の手段に比べて多いことが分かった。次い

で市町村や和歌山県から情報を得ることが多く、4 番目に

は和歌山県教育委員会から情報を得るとの回答が多かった。

この18施設の中には保育所が7施設含まれており、和歌山

県教育委員会が保育所に対して情報提供を行う役割がある

ことも明らかとなった。 

制度に関する情報の取得元は「研修に参加して」「市町村

から」「和歌山県から」「和歌山県教育委員会から」という

回答が上位を占めており、情報の性質から保育・幼児教育

施設が地方公共団体などから情報提供を受ける機会が多い

ことが明らかとなった。 

 

４．教職員の研修の状況について 

次に、教職員の研修の状況について、「教職員の先生方の

中でどなたが研修の対象になっていますか」と尋ねたとこ

ろ、「初任者」「中堅」「10年経験者」「15年以上経験者」「園

長（所長）」などの回答もあったが、施設種別に関わらず約

77%の施設が「全職員」と回答し、多くの施設で全職員が研

修の対象としていることが明らかとなった 

なお、「給食関係者」という回答もあり、保育者だけで

はなく、様々な役割の職員に対する研修のニーズがあるこ

とも分かった。 

また、「いつ（どのくらいの頻度で）研修を受けています

か」と尋ねた。質問紙における質問の記述が曖昧であった

ため、質問に対して「個人が年間に参加する研修の回数」

と、「施設全体で教職員のいずれか1名以上が参加する研修

の回数」を回答した施設があった。 

これらの回答は明確に区別できたため、分けて集計する

と、まず「個人が年間に参加する研修の回数」として回答

したのは67施設あり、全ての施設で一人あたり年に1回以

上は研修に参加すると回答があった（図３）。 

 

また、「施設全体で教職員のいずれか1名以上が参加する

研修の回数」として回答したのは27施設であった。回答の

多かった順に「不定期」「随時」「行政等から連絡の都度」

「その時に出られる先生」であったが、年度当初に年間の
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（図２：保育・幼児教育に関する国や地方公共団体の制度に関する情報の取得元（複数回答）回答の多かった9項目） 
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研修計画を立案した通り研修に教職員を派遣するのではな

く、行政等から研修の案内を受け取り、各園のニーズに応

じて受講するのに適切な教職員、または現場の教職員の都

合を調整して派遣している園が多い実態が明らかとなった。 

 

５．教職員の研修先について 

「どこで（どのような機会に）研修を受けていますか」

と尋ねたところ、次のような回答を得た（図４）。 

この結果から、和歌山県内の保育・幼児教育施設では、

「和歌山県」主催及び「市町村」主催の研修会に参加する

ことが他の研修会に比べて圧倒的に多く、教職員の研修に

おいて、地方公共団体の役割の大きい実態が伺える。 

また、「園が所属する民間団体」という回答から、各保育・

幼児教育施設でニーズに応じた民間団体に所属し、その団

体が主催する研修を受けていることも明らかとなった。 

 

和歌山県における保育・幼児教育施設の 

研修の状況についての考察 

研修先について、それぞれの保育・幼児教育施設が所在

する地域別に、どのような規模の研修会に参加しているか

を検討した。表１は施設種別別及び地域別に分類した研修

先の一覧である。和歌山県内の地域の区分は、和歌山県の

振興局が管轄する区域（７）を参考にし、和歌山市は他の市

町村と比較して規模が大きいため、海草振興局から分離し

て単独で区分した。 

その結果、まず和歌山市では、市レベル（市町村主催）、

県レベル（県主催）、全国レベル（全国保育協議会主催、全

国保育士会主催）の順に多かった。和歌山市の保育・幼児

教育施設の研修先について、他の地域と比較して全国レベ

ルの研修会への参加の割合が多かった点が特徴的であった。

全国レベルの研修会がどこで開催されたかを考慮する必要

があるが、和歌山市は他市町に比べて鉄道や高速道路、空

港などの交通インフラにアクセスしやすいことも一因と推

察できる。 

また、那賀振興局、西牟婁振興局、東牟婁振興局各管内

では、差は小さいながら県レベルの研修に参加すると回答

した施設が最も多く、次いで市町村レベルの研修に参加す

る施設が多かった。次に多かったのは園内研修や近隣の施

設での研修、または施設が所属する民間の保育団体や業者

による研修と回答した施設であった。 

他方で、和歌山市を除く海草振興局、伊都振興局、日高

振興局、有田振興局各管内ではそれぞれ市町レベルの研修

会に参加する園が最も多く、次いで県レベルの研修会に参

加していると答えた園が多かった。 

質問紙調査の質問事項を検討していた段階では、鉄道の

特急停車駅、高速道路を利用しやすい地域（和歌山市、海

草振興局、那賀振興局、伊都振興局、有田振興局、日高振

興局、西牟婁振興局の各管内）が、県レベルや全国レベル

の研修会に参加する傾向が強いのではないかと仮定してい 

 

（図４：研修先について（複数回答）回答の多かった9項目） 
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たが、和歌山市までアクセスに時間のかかる西牟婁振興局、

東牟婁振興局の各管内の施設が、県レベルの研修会に最も

多く参加すると回答したことは想定外であった。県レベル

の研修会がどこで開催されたかにもよるが、このことにつ

いては、今後、主催者側への調査を継続することにより、

さらに検討する必要がある。 

 

結論 

各保育・幼児教育施設における新たな知見や制度に関す

る情報の取得先、及び研修についての調査結果から、和歌

山県内の保育・幼児教育施設における情報伝達経路を推定 

 

すると同時に、よりスムーズな情報伝達を図るためにはど

のような課題の解決が必要かを考察する。 

本研究を通して、和歌山県内の保育・幼児教育施設は、

最新の保育・幼児教育に関する最新の知見や、国や地方公

共団体の制度に関する情報を、和歌山県や市町村といった

地方公共団体から最も多く得ている実態が明らとなった。 

和歌山県内の保育・幼児教育施設では、交通機関の利便

性において和歌山市にアクセスしやすいか否かに関わらず

全県的な傾向として、和歌山県や各市町村から直接、また

は和歌山県や市町村が主催する研修に保育・幼児教育施設

の教職員が参加することによって新たな知見や情報を得る
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4 3.54% 2 1 1 
     

全国規模の研修会 3 
 

 
 

3 2.65% 
   

1 
  

1 1 

和歌山県民間保育園連盟主催 2 
 

1 
 

3 2.65% 1 
 

2 
     

法人主催研修（複数園経営の法人） 
  

3 
 

3 2.65% 
  

1 1 
  

1 
 

他園（有志の園でのビデオ研修） 
 

3  
 

3 2.65% 3 
       

市町村教育委員会主催 1 
 

1 
 

2 1.77% 2 
       

全国社会福祉協議会主催 2 
 

 
 

2 1.77% 2 
       

大学で開催 1 1  
 

2 1.77% 2 
       

職員が自主的に参加する研修に参加 2 
 

 
 

2 1.77% 
  

2 
     

全日本私立幼稚園連合会主催 
  

1 
 

1 0.88% 1 
       

和歌山県保育所連合会主催 1 
 

 
 

1 0.88% 
 

1 
      

自主研究会 
 

1  
 

1 0.88% 
       

1 

学会に参加 
  

1 
 

1 0.88% 1 
       

（表１：施設種別別・地域別に分類した研修先一覧（複数回答）） 
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機会が多いことが明らかとなった。 

和歌山県内の保育・幼児教育施設においては、全体的な

傾向として能動的に情報を得ようとするよりは、和歌山県

や市町村からの情報に応じて研修に参加するなど、受動的

な動きの方が多く見られるため、スムーズな情報伝達を図

るためには、和歌山県や市町村といった地方公共団体が保

育・幼児教育施設に対して積極的に情報伝達を行うことが

重要である一方、保育・幼児教育施設においても能動的に

必要な情報を得られる機会を増やせるような環境整備が必

要であると考える。 

今後の課題は、研修会を主催する側の和歌山県や市町村

といった地方公共団体に対して、どのような機会に、どの

ような会場で研修を行うかの調査を行うことと、保育・幼

児教育施設が情報を得やすいような具体的な環境整備とは

どのようなものか、先進的な事例を踏まえて検討すること

である。 
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